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女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画を策定しましょう！！

職場のハラスメント対策はお済ですか？

－62－

（令和４年４月以降、①、②の義務が労働者数301人以上の事業主から101人以上の事業主まで
拡大されました。労働者数100人以下事業主は、努力義務です。）

定（えるしぼ認定、プラチナえるぼし認定）を受けることができます。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000091025.html

　また、労働施策総合推進法の改正により、令和４年４月１日からパワーハラスメント防止対策
が全事業主に義務付けられました。
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女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画を策定しましょう！！

職場のハラスメント対策はお済ですか？

－62－

（令和４年４月以降、①、②の義務が労働者数301人以上の事業主から101人以上の事業主まで
拡大されました。労働者数100人以下事業主は、努力義務です。）

定（えるしぼ認定、プラチナえるぼし認定）を受けることができます。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000091025.html

　また、労働施策総合推進法の改正により、令和４年４月１日からパワーハラスメント防止対策
が全事業主に義務付けられました。
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鳥鳥取取県県のの最最低低賃賃金金  
 

  

「鳥取県最低賃金」は、年齢に関係なく、パートや学生アルバイトなどを含め、鳥鳥取取県県内内

のの事事業業所所でで働働くくすすべべててのの労労働働者者にに適適用用されます。 
 

なお、下表の産業に該当する事業所で働く労働者には、それぞれの「特定（産業別）最低賃金」

が適用されますが、次に掲げる労働者については、｢鳥取県最低賃金｣が適用されます。 

１ １８歳未満又は６５歳以上の者 

２ 雇入れ後６月未満の者であって技能習得中のもの 

３ 清掃又は片付けの業務に主として従事する者 

４ 電子部品・デバイス・電子回路、電気機械器具、情報通信機械器具製造業については、手

作業により又は手工具若しくは小型動力機を用いて行う「組線」、「取付け」、「包装又は箱詰

め」の業務に主として従事する者 
  

 

  

最最低低賃賃金金額額のの算算定定ににはは、、次次のの賃賃金金はは含含ままれれまませせんん。。  
①  精皆勤手当、通勤手当、家族手当        ② 臨時に支払われる賃金 

③ １月を超える期間ごとに支払われる賃金  ④ 時間外労働、休日労働及び深夜労働の割増賃金 

※ 派遣就労中の労働者については、派遣先事業所に適用される最低賃金が適用されます 

 

 

 

 

 

 

  

地地域域別別最最低低賃賃金金  時時  間間  額額  発発 効効 年年 月月 日日  

鳥鳥 取取 県県 最最 低低 賃賃 金金   ８８２２１１    円  令令和和３３年年１１００月月６６日日  

特特定定（（産産業業別別））最最低低賃賃金金 時時  間間  額額 発発 効効 年年 月月 日日  

鳥鳥 取取 県県 電電 子子 部部 品品 ・・ デデ ババ イイ スス ・・  

電電 子子 回回 路路 、、 電電 気気 機機 械械 器器 具具 、、 情情 報報  

通通 信信 機機 械械 器器 具具 製製 造造 業業 最最 低低 賃賃 金金  

  ８２５    円 
  

令令和和３３年年１１２２月月１１７７日日  

  

鳥鳥 取取 県県 各各 種種 商商 品品 小小 売売 業業 最最 低低 賃賃 金金  

  

＊＊令令和和３３年年１１００月月６６日日かからら  
          「「鳥鳥取取県県最最低低賃賃金金８８２２１１円円」」がが適適用用  

  

    詳細については、鳥取労働局労働基準部賃金室又は最寄りの労働基準監督署にお尋ねください。
鳥鳥取取労労働働局局労労働働基基準準部部賃賃金金室室  ℡℡００８８５５７７－－２２99－－１１７７００５５    鳥鳥取取労労働働基基準準監監督督署署    ℡℡００８８５５７７－－２２４４－－３３２２１１１１  

米米子子労労働働基基準準監監督督署署  ℡℡００８８５５９９－－３３４４－－２２２２３３１１    倉倉吉吉労労働働基基準準監監督督署署  ℡℡００８８５５８８－－２２２２－－６６２２７７４４  

鳥鳥取取労労働働局局ホホーームムペペーージジＵＵＲＲＬＬ    hhttttppss::////jjssiittee..mmhhllww..ggoo..jjpp//ttoottttoorrii--rroouuddoouukkyyookkuu//          

●●社社内内のの最最低低賃賃金金のの引引上上げげををごご検検討討のの事事業業者者のの方方へへ「「業業務務改改善善助助成成金金」」をを利利用用ししままししょょうう！！  
   鳥鳥取取労労働働局局雇雇用用環環境境・・均均等等室室（（企企画画担担当当））      ℡℡    ００８８５５７７――２２９９――１１７７００１１  

●●経経営営面面・・労労働働面面のの相相談談ををワワンンスストトッッププでで行行いいまますす。。（（相相談談はは無無料料））  

働働きき方方改改革革ササポポーートトオオフフィィスス鳥鳥取取            ℡℡  ００８８００００――２２００００――３３２２９９５５    

最低賃金を確認！ 
スマホ、携帯で 

  令令和和３３年年１１22 月月 1166 日日ままでではは  

                「「鳥鳥取取県県最最低低賃賃金金８８２２１１円円」」がが適適用用  
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【
記
載
要
領
】

本
、
し

成
作

が
者

つ
も

を
限

権
て

い
つ

に
定

決
の

件
条

働
労

の
者

働
労

該
当

、
は

書
知

通
件

条
働

労
． 
１
人
に
交
付
す
る
こ
と
。

２
．
各
欄
に
お
い
て
複
数
項
目
の
一
つ
を
選
択
す
る
場
合
に
は
、
該
当
項
目
に
○
を
つ
け
る
こ
と
。

法
準
基
働
労
が
と
こ
る
す
示
明
り
よ
に
付
交
の
面
書
、
は
項
事
の
外
以
項
事
の
内
線
重
二
び
及
内
線
破
． 
３
に
よ
り
義
務
付
け
ら
れ
て
い
る
事
項
で
あ
る
こ
と
。
ま
た
、
退
職
金
に
関
す
る
事
項
、
臨
時
に
支
払
わ

れ
る
賃
金
等
に
関
す
る
事
項
、
労
働
者
に
負
担
さ
せ
る
べ
き
も
の
に
関
す
る
事
項
、
安
全
及
び
衛
生
に

関
す
る
事
項
、
職
業
訓
練
に
関
す
る
事
項
、
災
害
補
償
及
び
業
務
外
の
傷
病
扶
助
に
関
す
る
事
項
、
表

彰
及
び
制
裁
に
関
す
る
事
項
、
休
職
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
当
該
事
項
を
制
度
と
し
て
設
け
て

い
る
場
合
に
は
口
頭
又
は
書
面
に
よ
り
明
示
す
る
義
務
が
あ
る
こ
と
。

。
と
こ
る
す
と
内
囲
範
る
め
定
に
法
準
基
働
労
、
は
て
い
つ
に
間
期
約
契
働
労
． 
４

及
無

有
の

新
更

の
約

契
、
は

に
合

場
た

し
と

」
り

あ
め

定
の

間
期

「
て

い
つ

に
」

間
期

約
契

「、
た

ま
　 
　
び
更
新
す
る
場
合
又
は
し
な
い
場
合
の
判
断
の
基
準
（
複
数
可
）
を
明
示
す
る
こ
と
。
　

間
期

約
契

の
約

契
働

労
る

あ
が

め
定

の
間

期
、
り

よ
に

定
規

の
項

１
第

条
81

第
法

約
契

働
労 
）
考
参
（　

が
通
算
５
年
を
超
え
る
と
き
は
、
労
働
者
が
申
込
み
を
す
る
こ
と
に
よ
り
、
期
間
の
定
め
の
な

い
労
働
契
約
に
転
換
さ
れ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。
こ
の
申
込
み
の
権
利
は
契
約
期
間
の
満
了
日

ま
で
行
使
で
き
る
こ
と
。
 

５
記

を
の

も
の

後
直

れ
入

雇
、
は

て
い

つ
に

欄
の

」
容

内
の

務
業

き
べ

す
事

従
「
び

及
」

所
場

の
業

就
「． 載
す
る
こ
と
で
足
り
る
が
、
将
来
の
就
業
場
所
や
従
事
さ
せ
る
業
務
を
併
せ
網
羅
的
に
明
示
す
る
こ
と

は
差
し
支
え
な
い
こ
と
。

認
き
づ
基
に
法
同
、
は
合
場
の
）
門
専
度
高
（
者
象
対
の
例
特
る
よ
に
法
置
措
別
特
用
雇
期
有
、
た
ま
　 
　
定
を
受
け
た
第
一
種
計
画
に
記
載
し
て
い
る
特
定
有
期
業
務
（
専
門
的
知
識
等
を
必
要
と
し
、
５
年
を

超
え
る
一
定
の
期
間
内
に
完
了
す
る
こ
と
が
予
定
さ
れ
て
い
る
業
務
）
の
内
容
並
び
に
開
始
日
及
び
完

了
日
も
併
せ
て
記
載
す
る
こ
と
。
な
お
、
特
定
有
期
業
務
の
開
始
日
及
び
完
了
日
は
、「
契
約
期
間
」
の

欄
に
記
載
す
る
有
期
労
働
契
約
の
開
始
日
及
び
終
了
日
と
は
必
ず
し
も
一
致
し
な
い
も
の
で
あ
る
こ
と
。 の

」
項

事
る

す
関

に
無

有
の

働
労

外
間

時
定

所
、
換

転
時

業
就

、
間

時
憩

休
、
刻

時
の

業
終

、
業

始
「． 

６
欄
に
つ
い
て
は
、
当
該
労
働
者
に
適
用
さ
れ
る
具
体
的
な
条
件
を
明
示
す
る
こ
と
。
ま
た
、
変
形
労
働

時
間
制
、
フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制
、
裁
量
労
働
制
等
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
は
、
次
に
留
意
し
て
記
載

す
る
こ
と
。

載
記

を
）

等
位

単
月

か
１

、
位

単
年

１
（
類

種
の

制
間

時
働

労
形

変
る

す
用

適 
：
制
間
時
働
労
形
変
・
　

す
る
こ
と
。
そ
の
際
、
交
替
制
で
な
い
場
合
、「
・
交
替
制
」
を
＝
で
抹
消
し
て

お
く
こ
と
。

の
帯

間
時

の
そ

は
合

場
る

あ
が

ム
イ

タ
ル

ブ
シ

キ
レ

フ
は

又
ム

イ
タ

ア
コ 
：
制
ム
イ
タ
ス
ク
ッ
レ
フ
・
　

開
始
及
び
終
了
の
時
刻
を
記
載
す
る
こ
と
。
コ
ア
タ
イ
ム
及
び
フ
レ
キ
シ

ブ
ル
タ
イ
ム
が
な
い
場
合
、
か
っ
こ
書
き
を
＝
で
抹
消
し
て
お
く
こ
と
。

。
と
こ
る
す
載
記
を
刻
時
の
業
終
び
及
業
始
の
定
所 
：
制
間
時
働
労
し
な
み
外
場
業
事
・
　

分
部

の
」、

し
と

本
基

を··········
業

始
「、

合
場

い
な

が
刻

時
業

終
・
業

始
る

す
と

本
基 
：
制
働
労
量
裁
・
　

を
＝
で
抹
消
し
て
お
く
こ
と
。

　
・
交
替
制
：
 シ
フ
ト
毎
の
始
業
・
終
業
の
時
刻
を
記
載
す
る
こ
と
。ま
た
、変
形
労
働
時
間
制
で
な
い
場
合
、

「（
　
　
）
単
位
の
変
形
労
働
時
間
制
・
」
を
＝
で
抹
消
し
て
お
く
こ
と
。

令
和
５
年

（
令
和
５
年
　
４
月
　
１
日
～
令
和
６
年
　
３
月
31
日
）３
月
24
日

－66－
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働
契
約
の
開
始
日
及
び
終
了
日
と
は
必
ず
し
も
一
致
し
な
い
も
の
で
あ
る
こ
と
。 の

」
項

事
る

す
関

に
無

有
の

働
労

外
間

時
定

所
、
換

転
時

業
就

、
間

時
憩

休
、
刻

時
の

業
終

、
業

始
「． 

６
欄
に
つ
い
て
は
、
当
該
労
働
者
に
適
用
さ
れ
る
具
体
的
な
条
件
を
明
示
す
る
こ
と
。
ま
た
、
変
形
労
働

時
間
制
、
フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制
、
裁
量
労
働
制
等
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
は
、
次
に
留
意
し
て
記
載

す
る
こ
と
。

載
記

を
）

等
位

単
月

か
１

、
位

単
年

１
（
類

種
の

制
間

時
働

労
形

変
る

す
用

適 
：
制
間
時
働
労
形
変
・
　

す
る
こ
と
。
そ
の
際
、
交
替
制
で
な
い
場
合
、「
・
交
替
制
」
を
＝
で
抹
消
し
て

お
く
こ
と
。

の
帯

間
時

の
そ

は
合

場
る

あ
が

ム
イ

タ
ル

ブ
シ

キ
レ

フ
は

又
ム

イ
タ

ア
コ 
：
制
ム
イ
タ
ス
ク
ッ
レ
フ
・
　

開
始
及
び
終
了
の
時
刻
を
記
載
す
る
こ
と
。
コ
ア
タ
イ
ム
及
び
フ
レ
キ
シ

ブ
ル
タ
イ
ム
が
な
い
場
合
、
か
っ
こ
書
き
を
＝
で
抹
消
し
て
お
く
こ
と
。

。
と
こ
る
す
載
記
を
刻
時
の
業
終
び
及
業
始
の
定
所 
：
制
間
時
働
労
し
な
み
外
場
業
事
・
　

分
部

の
」、

し
と

本
基

を··········
業

始
「、

合
場

い
な

が
刻

時
業

終
・
業

始
る

す
と

本
基 
：
制
働
労
量
裁
・
　

を
＝
で
抹
消
し
て
お
く
こ
と
。

　
・
交
替
制
：
 シ
フ
ト
毎
の
始
業
・
終
業
の
時
刻
を
記
載
す
る
こ
と
。ま
た
、変
形
労
働
時
間
制
で
な
い
場
合
、

「（
　
　
）
単
位
の
変
形
労
働
時
間
制
・
」
を
＝
で
抹
消
し
て
お
く
こ
と
。

令
和
５
年

（
令
和
５
年
　
４
月
　
１
日
～
令
和
６
年
　
３
月
31
日
）３
月
24
日
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７
�．「
休
日
」
の
欄
に
つ
い
て
は
、
所
定
休
日
に
つ
い
て
曜
日
又
は
日
を
特
定
し
て
記
載
す
る
こ
と
。

８
�．「
休
暇
」
の
欄
に
つ
い
て
は
、
年
次
有
給
休
暇
は
６
か
月
間
勤
続
勤
務
し
、
そ
の
間
の
出
勤
率
が
８
割

以
上
で
あ
る
と
き
に
与
え
る
も
の
で
あ
り
、
そ
の
付
与
日
数
を
記
載
す
る
こ
と
。
時
間
単
位
年
休
は
、
労

使
協
定
を
締
結
し
、
時
間
単
位
の
年
次
有
給
休
暇
を
付
与
す
る
も
の
で
あ
り
、
そ
の
制
度
の
有
無
を
記

載
す
る
こ
と
。
代
替
休
暇
は
、
労
使
協
定
を
締
結
し
、
法
定
超
え
と
な
る
所
定
時
間
外
労
働
が
１
箇
月

60
時
間
を
超
え
る
場
合
に
、
法
定
割
増
賃
金
率
の
引
上
げ
分
の
割
増
賃
金
の
支
払
に
代
え
て
有
給
の
休

暇
を
与
え
る
も
の
で
あ
り
、
そ
の
制
度
の
有
無
を
記
載
す
る
こ
と
。（
中
小
事
業
主
を
除
く
。）

　
�　
ま
た
、
そ
の
他
の
休
暇
に
つ
い
て
は
、
制
度
が
あ
る
場
合
に
有
給
、
無
給
別
に
休
暇
の
種
類
、
日
数
（
期

間
等
）
を
記
載
す
る
こ
と
。

９
�．
前
記
６
、
７
及
び
８
に
つ
い
て
は
、
明
示
す
べ
き
事
項
の
内
容
が
膨
大
な
も
の
と
な
る
場
合
に
お
い
て

は
、所
定
時
間
外
労
働
の
有
無
以
外
の
事
項
に
つ
い
て
は
、勤
務
の
種
類
ご
と
の
始
業
及
び
終
業
の
時
刻
、

休
日
等
に
関
す
る
考
え
方
を
示
し
た
上
、
当
該
労
働
者
に
適
用
さ
れ
る
就
業
規
則
上
の
関
係
条
項
名
を

網
羅
的
に
示
す
こ
と
で
足
り
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

10
�．「
賃
金
」
の
欄
に
つ
い
て
は
、
基
本
給
等
に
つ
い
て
具
体
的
な
額
を
明
記
す
る
こ
と
。
た
だ
し
、
就
業

規
則
に
規
定
さ
れ
て
い
る
賃
金
等
級
等
に
よ
り
賃
金
額
を
確
定
し
得
る
場
合
、
当
該
等
級
等
を
明
確
に

示
す
こ
と
で
足
り
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

　
・
�法
定
超
え
と
な
る
所
定
時
間
外
労
働
に
つ
い
て
は
２
割
５
分
、
法
定
超
え
と
な
る
所
定
時
間
　
外
労

働
が
１
箇
月
60
時
間
を
超
え
る
場
合
に
つ
い
て
は
５
割
（
中
小
事
業
主
を
除
く
。）
、
法
定
休
日
労
働

に
つ
い
て
は
３
割
５
分
、
深
夜
労
働
に
つ
い
て
は
２
割
５
分
、
法
定
超
え
と
な
る
所
定
時
間
外
労
働

が
深
夜
労
働
と
な
る
場
合
に
つ
い
て
は
５
割
、
法
定
超
え
と
な
る
所
定
時
間
外
労
働
が
１
箇
月
60
時

間
を
超
え
、
か
つ
、
深
夜
労
働
と
な
る
場
合
に
つ
い
て
は
７
割
５
分
（
中
小
事
業
主
を
除
く
。）
、
法

定
休
日
労
働
が
深
夜
労
働
と
な
る
場
合
に
つ
い
て
は
６
割
を
超
え
る
割
増
率
と
す
る
こ
と
。

　
・
�破
線
内
の
事
項
は
、
制
度
と
し
て
設
け
て
い
る
場
合
に
記
入
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
こ
と
。

11
�．「
退
職
に
関
す
る
事
項
」
の
欄
に
つ
い
て
は
、
退
職
の
事
由
及
び
手
続
、
解
雇
の
事
由
等
を
具
体
的
に

記
載
す
る
こ
と
。
こ
の
場
合
、
明
示
す
べ
き
事
項
の
内
容
が
膨
大
な
も
の
と
な
る
場
合
に
お
い
て
は
、
当

該
労
働
者
に
適
用
さ
れ
る
就
業
規
則
上
の
関
係
条
項
名
を
網
羅
的
に
示
す
こ
と
で
足
り
る
も
の
で
あ
る

こ
と
。

　（
参
考
）
�な
お
、
定
年
制
を
設
け
る
場
合
は
、
60
歳
を
下
回
っ
て
は
な
ら
な
い
こ
と
。

　
　
　
　
　�ま
た
、
65
歳
未
満
の
定
年
の
定
め
を
し
て
い
る
場
合
は
，
高
年
齢
者
の
65
歳
ま
で
の
安
定
し

た
雇
用
を
確
保
す
る
た
め
，
次
の
①
か
ら
③
の
い
ず
れ
か
の
措
置
（
高
年
齢
者
雇
用
確
保
措
置
）

を
講
じ
る
必
要
が
あ
る
こ
と
。

　
　
　
　
　
①
定
年
の
引
上
げ
　
　
②
継
続
雇
用
制
度
の
導
入
　
　
③
定
年
の
定
め
の
廃
止

12
�．「
そ
の
他
」
の
欄
に
つ
い
て
は
、
当
該
労
働
者
に
つ
い
て
の
社
会
保
険
の
加
入
状
況
及
び
雇
用
保
険
の

適
用
の
有
無
の
ほ
か
、
労
働
者
に
負
担
さ
せ
る
べ
き
も
の
に
関
す
る
事
項
、
安
全
及
び
衛
生
に
関
す
る

事
項
、
職
業
訓
練
に
関
す
る
事
項
、
災
害
補
償
及
び
業
務
外
の
傷
病
扶
助
に
関
す
る
事
項
、
表
彰
及
び

制
裁
に
関
す
る
事
項
、
休
職
に
関
す
る
事
項
等
を
制
度
と
し
て
設
け
て
い
る
場
合
に
記
入
す
る
こ
と
が

望
ま
し
い
こ
と
。

13
�．
各
事
項
に
つ
い
て
、
就
業
規
則
を
示
し
当
該
労
働
者
に
適
用
す
る
部
分
を
明
確
に
し
た
上
で
就
業
規

則
を
交
付
す
る
方
法
に
よ
る
こ
と
と
し
た
場
合
、
具
体
的
に
記
入
す
る
こ
と
を
要
し
な
い
こ
と
。

　
＊
�こ
の
通
知
書
は
モ
デ
ル
様
式
で
あ
り
、
労
働
条
件
の
定
め
方
に
よ
っ
て
は
、
こ
の
様
式
ど
お
り
と
す

る
必
要
は
な
い
こ
と
。
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鳥　　取　　県

男 女 男 女

国 鳥取大学付属 (680-0947)     〔0857(28)6340〕 全 普 通 3 4 0 0 0 0 5 1
特別支援学校 鳥取市湖山町西2-149

全 専 攻 2 0 0 0 0 0 5 1

県 青 谷 (689-0595)     〔0857(85)0511〕 全 総 合 39 41 22 15 0 4 18 35
鳥取市青谷町青谷2912

県 岩 美 (681-0003)     〔0857(72)0474〕 全 普 通 39 44 20 17 3 1 23 33
岩美郡岩美町浦富708-2

県 智 頭 農 林 (689-1402)     〔0858(75)0655〕 全 森 林 科 学 18 1 12 1 0 0 10 0
八頭郡智頭町智頭711-1

全 生 活 環 境 2 3 1 2 0 0 4 3

全 ふ る さ と 創 造 11 4 8 3 0 0 7 4

県 鳥 取 工 業 (689-1103)     〔0857(51)8011〕 全 機 械 27 1 13 1 6 0 24 0
鳥取市生山111

全 制 御 ・ 情 報 32 4 8 1 3 0 26 7

全 電 気 32 0 21 0 10 0 25 0

全 建 設 工 学 35 3 19 0 2 0 32 5

県 鳥 取 湖 陵 (680-0941)     〔0857(28)0250〕 全 農 業 学 科 11 48 4 22 1 3 14 51
鳥取市湖山町北3-250

全 工 業 学 科 29 0 13 0 1 0 22 0

全 家 庭 学 科 1 27 0 6 0 1 0 32

全 情 報 学 科 21 17 7 3 1 0 26 13

県 鳥 取 商 業 (680-0941)     〔0857(28)0156〕 全 商 業 79 103 22 34 2 8 66 101
鳥取市湖山町北2-401

県 鳥 取 西 (680-0011)     〔0857(22)8281〕 全 普 通 135 140 0 0 0 0 129 147
鳥取市東町2-112

県 鳥 取 東 (680-0061)     〔0857(22)8495〕 全 普 通 115 122 3 0 0 1 119 117
鳥取市立川町5-210

全 理 数 26 16 0 0 0 0 26 14

県 鳥 取 盲 学 校 (680-0151)     〔0857(23)5441〕 全 専 攻 科 理 療 1 0 1 0 0 0 1 0
鳥取市国府町宮下1265

全 保 健 理 療 0 1 0 1 0 0 0 0

全 普 通 0 0 0 0 0 0 1 0

県 鳥取養護学校 (680-0901)     〔0857(26)3601〕 全 普 通 5 5 0 0 0 0 5 2
鳥取市江津260

県 鳥 取 緑 風 (680-0945)     〔0857(37)3100〕 定 総 合 15 10 9 2 0 1 19 14
鳥取市湖山町南3-848

通 普 通 8 6 3 1 0 0 10 14

県 鳥 取 聾 学 校 (680-0151)     〔0857(23)2031〕 全 産 業 工 芸 0 0 0 0 0 0 0 0
鳥取市国府町宮下1261

全 普 通 2 1 2 1 0 0 0 0

全 生活デザイン 0 1 0 1 0 0 0 0

県 白兎養護学校 (689-0201)     〔0857(59)0585〕 全 普 通 16 10 2 1 0 0 4 5
鳥取市伏野1550-1

県 八 頭 (680-0492)     〔0858(72)0022〕 全 普 通 140 120 8 9 1 0 104 138
八頭郡八頭町久能寺725

私 青 翔 開 智 (680-8066)     〔0857(30)5541〕 全 普 通 19 27 0 0 0 0 16 28
鳥取市国府町新通り3-301-2

私 鳥 取 敬 愛 (680-0022)     〔0857(22)8397〕 全 普 通 53 57 9 5 0 0 64 56
鳥取市西町1-111

全 生 活 教 養 0 30 0 11 0 1 0 34

私 鳥 取 城 北 (680-0811)     〔0857(23)3502〕 全 普 通 167 175 21 12 3 3 225 170
鳥取市西品治848

　　（680-0845）鳥取市富安2-89

男

■ 鳥取公共職業安定所 　　〔0857(23)2021〕
　　〈最寄駅…山陰本線＝鳥取〉

男 女

学 校 名 備 考

令和4年3月就職者数
令和5年3月
卒業予定者数

学　　科
所　　　　在　　　　地

設
立
区
分

（郵便番号）〔電話番号〕

県　　外

課
 
程 女

令和4年3月
卒業者数

県　　内

1/1
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鳥　　取　　県

男 女 男 女

国 鳥取大学付属 (680-0947)     〔0857(28)6340〕 全 普 通 3 4 0 0 0 0 5 1
特別支援学校 鳥取市湖山町西2-149

全 専 攻 2 0 0 0 0 0 5 1

県 青 谷 (689-0595)     〔0857(85)0511〕 全 総 合 39 41 22 15 0 4 18 35
鳥取市青谷町青谷2912

県 岩 美 (681-0003)     〔0857(72)0474〕 全 普 通 39 44 20 17 3 1 23 33
岩美郡岩美町浦富708-2

県 智 頭 農 林 (689-1402)     〔0858(75)0655〕 全 森 林 科 学 18 1 12 1 0 0 10 0
八頭郡智頭町智頭711-1

全 生 活 環 境 2 3 1 2 0 0 4 3

全 ふ る さ と 創 造 11 4 8 3 0 0 7 4

県 鳥 取 工 業 (689-1103)     〔0857(51)8011〕 全 機 械 27 1 13 1 6 0 24 0
鳥取市生山111

全 制 御 ・ 情 報 32 4 8 1 3 0 26 7

全 電 気 32 0 21 0 10 0 25 0

全 建 設 工 学 35 3 19 0 2 0 32 5

県 鳥 取 湖 陵 (680-0941)     〔0857(28)0250〕 全 農 業 学 科 11 48 4 22 1 3 14 51
鳥取市湖山町北3-250

全 工 業 学 科 29 0 13 0 1 0 22 0

全 家 庭 学 科 1 27 0 6 0 1 0 32

全 情 報 学 科 21 17 7 3 1 0 26 13

県 鳥 取 商 業 (680-0941)     〔0857(28)0156〕 全 商 業 79 103 22 34 2 8 66 101
鳥取市湖山町北2-401

県 鳥 取 西 (680-0011)     〔0857(22)8281〕 全 普 通 135 140 0 0 0 0 129 147
鳥取市東町2-112

県 鳥 取 東 (680-0061)     〔0857(22)8495〕 全 普 通 115 122 3 0 0 1 119 117
鳥取市立川町5-210

全 理 数 26 16 0 0 0 0 26 14

県 鳥 取 盲 学 校 (680-0151)     〔0857(23)5441〕 全 専 攻 科 理 療 1 0 1 0 0 0 1 0
鳥取市国府町宮下1265

全 保 健 理 療 0 1 0 1 0 0 0 0

全 普 通 0 0 0 0 0 0 1 0

県 鳥取養護学校 (680-0901)     〔0857(26)3601〕 全 普 通 5 5 0 0 0 0 5 2
鳥取市江津260

県 鳥 取 緑 風 (680-0945)     〔0857(37)3100〕 定 総 合 15 10 9 2 0 1 19 14
鳥取市湖山町南3-848

通 普 通 8 6 3 1 0 0 10 14

県 鳥 取 聾 学 校 (680-0151)     〔0857(23)2031〕 全 産 業 工 芸 0 0 0 0 0 0 0 0
鳥取市国府町宮下1261

全 普 通 2 1 2 1 0 0 0 0

全 生活デザイン 0 1 0 1 0 0 0 0

県 白兎養護学校 (689-0201)     〔0857(59)0585〕 全 普 通 16 10 2 1 0 0 4 5
鳥取市伏野1550-1

県 八 頭 (680-0492)     〔0858(72)0022〕 全 普 通 140 120 8 9 1 0 104 138
八頭郡八頭町久能寺725

私 青 翔 開 智 (680-8066)     〔0857(30)5541〕 全 普 通 19 27 0 0 0 0 16 28
鳥取市国府町新通り3-301-2

私 鳥 取 敬 愛 (680-0022)     〔0857(22)8397〕 全 普 通 53 57 9 5 0 0 64 56
鳥取市西町1-111

全 生 活 教 養 0 30 0 11 0 1 0 34

私 鳥 取 城 北 (680-0811)     〔0857(23)3502〕 全 普 通 167 175 21 12 3 3 225 170
鳥取市西品治848

　　（680-0845）鳥取市富安2-89

男

■ 鳥取公共職業安定所 　　〔0857(23)2021〕
　　〈最寄駅…山陰本線＝鳥取〉

男 女

学 校 名 備 考

令和4年3月就職者数
令和5年3月
卒業予定者数

学　　科
所　　　　在　　　　地

設
立
区
分

（郵便番号）〔電話番号〕

県　　外

課
 
程 女

令和4年3月
卒業者数

県　　内

1/1

鳥　　取　　県

男 女 男 女

県 皆生養護学校 (683-0004)     〔0859(22)6571〕 全 普 通 5 7 0 0 0 0 3 2
米子市上福原7-13-4

県 境 (684-8601)     〔0859(44)0441〕 全 普 通 85 82 13 4 3 0 78 103
境港市上道町3030

県 境港総合技術 (684-0043)     〔0859(45)0411〕 全 海 洋 16 12 10 0 5 1 23 2
境港市竹内町925

全 機 械 27 1 14 0 8 0 23 0

全 電 気 電 子 23 0 16 0 3 0 29 0

全 福 祉 12 23 5 13 0 1 3 22

全 食品・ビジネス 11 18 9 16 0 2 12 23

県 日 野 (689-4503)     〔0859(72)0365〕 全 総 合 13 15 9 7 0 0 12 10
日野郡日野町根雨310

県 米 子 (683-0023)     〔0859(26)1311〕 全 総 合 47 96 12 23 6 0 43 104
米子市橋本30-1

県 米 子 工 業 (683-0052)     〔0859(22)9211〕 全 機 械 37 1 15 0 12 0 36 2
米子市博労町4-220

全 電 気 37 1 8 0 17 1 28 1

全 情 報 電 子 37 0 11 0 9 0 35 1

全 環境エネルギー 36 2 12 0 8 0 31 5

全 建 設 32 8 18 1 3 2 20 7

県 米 子 西 (683-8512)     〔0859(22)7421〕 全 普 通 102 173 2 2 0 1 87 184
米子市大谷町200

県 米 子 白 鳳 (689-3411)     〔0859(37)4020〕 定 総 合 27 18 17 7 0 0 12 8
米子市淀江町福岡24

通 普 通 20 24 12 14 1 1 29 26

県 米 子 東 (683-0051)     〔0859(22)2178〕 全 普 通 144 169 0 0 0 1 155 160
米子市勝田町1

定 普 通 7 7 3 2 0 0 11 9

県 米 子 南 (683-0033)     〔0859(33)1641〕 全 生 活 文 化 3 32 2 7 0 2 2 36
米子市長砂町216

全 ビジネス情報 4 88 0 24 0 4 4 78

県 米子養護学校 (689-3543)     〔0859(27)3411〕 全 普 通 10 8 4 1 0 0 16 1
米子市蚊屋343

私 米 子 北 (683-0804)     〔0859(22)9371〕 全 普 通 106 55 18 6 6 2 115 90
米子市米原6-14-1

全 看 護 6 22 0 1 0 0 4 20

全 看 護 専 攻 0 15 0 14 0 1 1 17

私 米 子 松 蔭 (689-3541)     〔0859(27)0421〕 全 普 通 120 90 30 15 7 6 120 67
米子市二本木316-1

私 米 子 北 斗 (683-0851)     〔0859(29)6000〕 全 普 通 11 22 2 0 0 0 14 23
米子市夜見町50

備 考
（郵便番号）〔電話番号〕

所　　　　在　　　　地
男 女

課
 
程

学　　科

令和4年3月
卒業者数

男 女

令和5年3月
卒業予定者数

■ 米子公共職業安定所
　　（683-0043）米子市末広町311　イオン米子駅前店4階
　　〔0859(33)3911〕
　　〈最寄駅…山陰本線＝米子〉

県　　内 県　　外

設
立
区
分

学 校 名

令和4年3月就職者数

1/1
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鳥　　取　　県

男 女 男 女

県 倉吉総合産業 (682-0044)     〔0858(26)2851〕 全 機 械 36 0 12 0 10 0 33 0
倉吉市小田204-5

全 電 気 36 1 13 0 13 0 26 1

全 ビ ジ ネ ス 9 25 3 6 1 10 14 26

全 生活デザイン 0 36 0 8 0 2 0 34

県 倉 吉 西 (682-0925)     〔0858(28)1811〕 全 普 通 42 71 0 2 0 0 56 60
倉吉市秋喜20

県 倉 吉 農 業 (682-0941)     〔0858(28)1341〕 全 生 物 20 11 12 6 1 0 22 4
倉吉市大谷166

全 食 品 14 10 10 5 2 3 12 10

全 環 境 20 8 11 4 1 0 14 4

県 倉 吉 東 (682-0812)     〔0858(22)5205〕 全 普 通 68 106 0 1 0 0 80 113
倉吉市下田中町801

定 普 通 9 2 3 1 1 0 7 2

県 倉吉養護学校 (682-0836)     〔0858(28)3500〕 全 普 通 7 3 0 0 0 0 10 5
倉吉市長坂新町1231

県 琴 の 浦 高 等 (689-2501)     〔0858(55)6477〕 全 生 産 流 通 14 3 12 1 0 0 12 8
特別支援学校 東伯郡琴浦町赤碕1957-1

サ ー ビ ス
ビ ジ ネ ス

県 鳥取中央育英 (689-2295)     〔0858(37)3211〕 全 普 通 85 59 7 4 8 1 62 52
東伯郡北栄町由良宿291-1

私 倉 吉 北 (682-0018)     〔0858(26)1351〕 全 普 通 37 26 10 2 2 0 51 43
倉吉市福庭町1-180

全 調 理 9 11 4 0 3 4 3 8

私 湯 梨 浜 学 園 (689-0727)     〔0858(48)6810〕 全 普 通 9 13 0 0 0 0 12 14
東伯郡湯梨浜町田畑32-1

通 普 通 14 13 3 5 0 0 15 20

設
立
区
分

学 校 名
課
 
程

学　　科

令和4年3月
卒業者数

令和4年3月就職者数
（郵便番号）〔電話番号〕

所　　　　在　　　　地
男 女

県　　内 県　　外

令和5年3月
卒業予定者数

備 考

男 女

0 0 7 11

■ 倉吉公共職業安定所
　　（682-0816）倉吉市駄経寺町2-15
　　〔0858(23)8609〕
　　〈最寄駅…山陰本線＝倉吉〉

全 12 6 9 6

1/1
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鳥　　取　　県

男 女 男 女

県 倉吉総合産業 (682-0044)     〔0858(26)2851〕 全 機 械 36 0 12 0 10 0 33 0
倉吉市小田204-5

全 電 気 36 1 13 0 13 0 26 1

全 ビ ジ ネ ス 9 25 3 6 1 10 14 26

全 生活デザイン 0 36 0 8 0 2 0 34

県 倉 吉 西 (682-0925)     〔0858(28)1811〕 全 普 通 42 71 0 2 0 0 56 60
倉吉市秋喜20

県 倉 吉 農 業 (682-0941)     〔0858(28)1341〕 全 生 物 20 11 12 6 1 0 22 4
倉吉市大谷166

全 食 品 14 10 10 5 2 3 12 10

全 環 境 20 8 11 4 1 0 14 4

県 倉 吉 東 (682-0812)     〔0858(22)5205〕 全 普 通 68 106 0 1 0 0 80 113
倉吉市下田中町801

定 普 通 9 2 3 1 1 0 7 2

県 倉吉養護学校 (682-0836)     〔0858(28)3500〕 全 普 通 7 3 0 0 0 0 10 5
倉吉市長坂新町1231

県 琴 の 浦 高 等 (689-2501)     〔0858(55)6477〕 全 生 産 流 通 14 3 12 1 0 0 12 8
特別支援学校 東伯郡琴浦町赤碕1957-1

サ ー ビ ス
ビ ジ ネ ス

県 鳥取中央育英 (689-2295)     〔0858(37)3211〕 全 普 通 85 59 7 4 8 1 62 52
東伯郡北栄町由良宿291-1

私 倉 吉 北 (682-0018)     〔0858(26)1351〕 全 普 通 37 26 10 2 2 0 51 43
倉吉市福庭町1-180

全 調 理 9 11 4 0 3 4 3 8

私 湯 梨 浜 学 園 (689-0727)     〔0858(48)6810〕 全 普 通 9 13 0 0 0 0 12 14
東伯郡湯梨浜町田畑32-1

通 普 通 14 13 3 5 0 0 15 20

設
立
区
分

学 校 名
課
 
程

学　　科

令和4年3月
卒業者数

令和4年3月就職者数
（郵便番号）〔電話番号〕

所　　　　在　　　　地
男 女

県　　内 県　　外

令和5年3月
卒業予定者数

備 考

男 女

0 0 7 11

■ 倉吉公共職業安定所
　　（682-0816）倉吉市駄経寺町2-15
　　〔0858(23)8609〕
　　〈最寄駅…山陰本線＝倉吉〉

全 12 6 9 6

1/1

県内の大学・短期大学・高等専門学校卒業者等一覧

学校名 学部・学科
）号番話電（）号番便郵（

所在地
（就職担当部署）

令和4年3月卒
就職者数

令和5年3月卒
就職希望者数

令和5年3月卒
卒業予定者数

男 女 男 女 男 女

国 立 大 学 法 人 （大学院を含む）

鳥 取
大 学

地 域 学 部 680-8551　0857-31-5077
鳥取市湖山町南4-101

工 学 部 680-8552　0857-31-5186
鳥取市湖山町南4-101

農 学 部 680-8553　0857-31-5346
鳥取市湖山町南4-101

医 学 部 683-8503　0859-38-7100
米子市西町86 医学科を除く

公 立 大 学 法 人
公 立 鳥 取
環 境 大 学

環 境 学 部 689-1111　0857-38-6712
鳥取市若葉台北1-1-1
（学務課）経 営 学 部

私 立 大 学
鳥 取
看 護 大 学

看 護 学 部 682-8555　0858-26-9223
倉吉市福庭854

（キャリア支援部）

私 立 短 期 大 学
鳥 取
短 期 大 学

国際文化交流学科 682-8555　0858-26-9223
倉吉市福庭854

（キャリア支援部）生 活 学 科

幼児教育保育学科

専 攻 科

国 立 高 等 専 門 学 校
米 子 工 業
高等専門学校

機械工学科 683-8502　0859-24-5026
米子市彦名町4448 

（学生課学生支援部）電気情報工学科

電子制御工学科

物質工学科

建 築 学 科

専 攻 科

 50 86 72 104 97 123

 320 66 378 75 619 114

 97 109 109 143 177 180

 35 116 28 127 53 164

 53 51 55 51 66 63

 68 40 71 40 81 45

 9 71 11 62 11 62

 4 23 9 22 9 22

 28 59 40 87 40 87

 20 101 11 96 11 96

 1 0 4 0 4 0

 23 2 22 2 32 5

 17 10 13 7 25 9

 22 3 21 4 32 4

 12 8 10 10 21 15

 12 15 12 19 20 23

 22 3 16 3 20 3



− 72 −− 72 −



− 72 − − 73 −－73－



− 74 −－74－



− 74 − − 75 −－74－

令和

－75－



− 76 −－76－



− 76 − − 77 −－76－ －77－



− 78 −
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新規学校卒業者に係る募集の中止・募集人員の削減通知書 
 
１ 事業所の概要 
 
① 事 業 所 番 号     －       －  
② 事 業 内 容   
③ 従 業 員 数 [企業全体]        人 [うち当該事業所]       人 
④ 資 本 金          億       万円 

⑤ 他の事業所の所在地 
 

⑥ 連 絡 先 
[人事担当者職氏名] 
[ＴＥＬ] [ＦＡＸ] 
[e-mail]          @         

⑦ 募集の中止・募集人
員の削減理由 

 

⑧ 推薦依頼学校、求人
情報を提供した学校
等への対応状況 
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様式 18 

  
 

２ 募集の中止・募集人員の削減の状況 

求 人 番 号 
（対象の求人が 4件以上ある場合は任意の別紙に記載し添付してください。） 合 計 

 

中学 高校 大学等 

          -             
 当初の募集人員     

変更後の募集人員     
          -             
 当初の募集人員     

変更後の募集人員     
          -             
 当初の募集人員     

変更後の募集人員     
 注 1：能開とは、公共職業能力開発施設等をいう。 
 注 2：求人申込みを学校等に対して行っている場合は、当該学校等のリストを添付すること。 
 
 
 職業安定法施行規則第 35条第 2項の規定により、上記のとおり通知します。 
 
 
  令和  年  月  日 
                   

事業所名 

所在地  

代表者氏名 

（押印不要） 
 
○○公共職業安定所長 
            殿 
○○学校長 
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[記入上の注意] 
 １ この通知書は、新規学校卒業者について、募集を中止し、又は募集人員を削減する場合に、あらかじめ

公共職業安定所長及び施設の長（学校長）にその旨を通知する際に使用すること。ただし、大学等を新た
に卒業しようとする者に係る募集人員の削減に係る通知は、これらの募集人員の合計を、当初の募集人員
の合計より 30人以上かつ３割以上減じようとする場合に限るものとする。 

 
 ２ ①には、雇用保険適用事業所番号を記載すること。 
 
 ３ ②には、「自動車製造業」、「電子部品製造業」、「ソフトウェア業」、「塗装工事業」等その事業所の事業

の種類を記入すること。 
 
 ４ ③には、［企業全体］欄に、同一企業において当該事業所以外にも本店、支店、営業所等がある場合に、

それを含めた企業全体の従業員数を記入することとし、［うち当該事業所］欄には、求人事業所の従業員
数を内数で記入すること。 

 
 ５ ④には、事業所の資本金（支払い済み資本金）を記入すること。なお、当該事業所が出張所、分工場、

営業所あるいは支店である場合には本社（店）を含めた企業全体の資本金を記入すること。また、株式会
社、有限会社、合同会社以外の公益法人・相互会社（生命保険会社など）・個人事業主等には資本金は存
在しないので、その場合はあえて記入する必要はないこと。 

 
 ６ ⑤には、当該事業所以外にも本店、支店、営業所等が複数存在する場合に、その所在地等を記入するこ

と。 
 
 ７ ⑥には、採用、選考業務を担当する者の所属と役職名、氏名、及びその連絡先電話番号、内線番号、Ｆ

ＡＸ番号、e-mailアドレスを記入すること。 
 
 ８ ⑦には、募集の中止又は募集人員の削減にいたった理由を具体的に記載すること。 
 
 ９ ⑧には、募集の中止又は募集人員の削減を行うこととなった求人の推薦依頼をした学校等に対する具体

的な対応状況を記載すること。 
 
 10 「２ 募集の中止・募集人員の削減の状況」については、複数の求人において募集の中止又は募集人員

の削減が行われる場合は、当該求人毎に記載すること。 
 

11 「当初の募集人員」欄には、当初、募集を行った際の募集人員について、学校種別に記入すること。そ
の際、求人票など当初の募集人員を確認することができる書類（求人申込みを学校等に対して行っている
場合は、当該学校等のリストを含む。）等を添付すること。 

 
 12 「変更後の募集人員」欄には、募集の中止又は募集人員の削減を実施した後における募集人員について、

学校種別に記入すること。 
 
 13 宛名欄には、この通知書を提出する公共職業安定所、又は学校の名称を記載すること。なお、提出先 1

件ごとに 1通を作成すること。 
[参考] 

 ○職業安定法施行規則（昭和 22年労働省令第 12号）（抄） 
(法第五十四条に関する事項) 
第三十五条 厚生労働大臣は、労働者の雇入方法の改善についての指導を適切かつ有効に実施するため、労働者の雇入れの動向の把握に努めるも

のとする。 
２ 学校(小学校(義務教育学校の前期課程及び特別支援学校の小学部を含む。)及び幼稚園(特別支援学校の幼稚部を含む。)を除く。)、専
修学校、職業能力開発促進法第十五条の七第一項各号に掲げる施設又は職業能力開発総合大学校(以下この条において「施設」と総称す
る。)を新たに卒業しようとする者(以下この項において「新規学卒者」という。)を雇い入れようとする者は、次の各号のいずれかに該当
する場合においては、あらかじめ、公共職業安定所及び施設の長(業務分担学校長及び法第三十三条の二第一項の規定により届出をして
職業紹介事業を行う者に限る。)に人材開発統括官が定める様式によりその旨を通知するものとする。 
一 新規学卒者について、募集を中止し、又は募集人員を減ずるとき(厚生労働大臣が定める新規学卒者について募集人員を減ずると
きにあつては、厚生労働大臣が定める場合に限る。)。 
二 新規学卒者の卒業後当該新規学卒者を労働させ、賃金を支払う旨を約し、又は通知した後、当該新規学卒者が就業を開始すること
を予定する日までの間(次号において「内定期間」という。)に、これを取り消し、又は撤回するとき。 
三 新規学卒者について内定期間を延長しようとするとき。 
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[記入上の注意] 
 １ この通知書は、新規学校卒業者について、募集を中止し、又は募集人員を削減する場合に、あらかじめ

公共職業安定所長及び施設の長（学校長）にその旨を通知する際に使用すること。ただし、大学等を新た
に卒業しようとする者に係る募集人員の削減に係る通知は、これらの募集人員の合計を、当初の募集人員
の合計より 30人以上かつ３割以上減じようとする場合に限るものとする。 

 
 ２ ①には、雇用保険適用事業所番号を記載すること。 
 
 ３ ②には、「自動車製造業」、「電子部品製造業」、「ソフトウェア業」、「塗装工事業」等その事業所の事業

の種類を記入すること。 
 
 ４ ③には、［企業全体］欄に、同一企業において当該事業所以外にも本店、支店、営業所等がある場合に、

それを含めた企業全体の従業員数を記入することとし、［うち当該事業所］欄には、求人事業所の従業員
数を内数で記入すること。 

 
 ５ ④には、事業所の資本金（支払い済み資本金）を記入すること。なお、当該事業所が出張所、分工場、

営業所あるいは支店である場合には本社（店）を含めた企業全体の資本金を記入すること。また、株式会
社、有限会社、合同会社以外の公益法人・相互会社（生命保険会社など）・個人事業主等には資本金は存
在しないので、その場合はあえて記入する必要はないこと。 

 
 ６ ⑤には、当該事業所以外にも本店、支店、営業所等が複数存在する場合に、その所在地等を記入するこ

と。 
 
 ７ ⑥には、採用、選考業務を担当する者の所属と役職名、氏名、及びその連絡先電話番号、内線番号、Ｆ

ＡＸ番号、e-mailアドレスを記入すること。 
 
 ８ ⑦には、募集の中止又は募集人員の削減にいたった理由を具体的に記載すること。 
 
 ９ ⑧には、募集の中止又は募集人員の削減を行うこととなった求人の推薦依頼をした学校等に対する具体

的な対応状況を記載すること。 
 
 10 「２ 募集の中止・募集人員の削減の状況」については、複数の求人において募集の中止又は募集人員

の削減が行われる場合は、当該求人毎に記載すること。 
 

11 「当初の募集人員」欄には、当初、募集を行った際の募集人員について、学校種別に記入すること。そ
の際、求人票など当初の募集人員を確認することができる書類（求人申込みを学校等に対して行っている
場合は、当該学校等のリストを含む。）等を添付すること。 

 
 12 「変更後の募集人員」欄には、募集の中止又は募集人員の削減を実施した後における募集人員について、

学校種別に記入すること。 
 
 13 宛名欄には、この通知書を提出する公共職業安定所、又は学校の名称を記載すること。なお、提出先 1

件ごとに 1通を作成すること。 
[参考] 

 ○職業安定法施行規則（昭和 22年労働省令第 12号）（抄） 
(法第五十四条に関する事項) 
第三十五条 厚生労働大臣は、労働者の雇入方法の改善についての指導を適切かつ有効に実施するため、労働者の雇入れの動向の把握に努めるも

のとする。 
２ 学校(小学校(義務教育学校の前期課程及び特別支援学校の小学部を含む。)及び幼稚園(特別支援学校の幼稚部を含む。)を除く。)、専
修学校、職業能力開発促進法第十五条の七第一項各号に掲げる施設又は職業能力開発総合大学校(以下この条において「施設」と総称す
る。)を新たに卒業しようとする者(以下この項において「新規学卒者」という。)を雇い入れようとする者は、次の各号のいずれかに該当
する場合においては、あらかじめ、公共職業安定所及び施設の長(業務分担学校長及び法第三十三条の二第一項の規定により届出をして
職業紹介事業を行う者に限る。)に人材開発統括官が定める様式によりその旨を通知するものとする。 
一 新規学卒者について、募集を中止し、又は募集人員を減ずるとき(厚生労働大臣が定める新規学卒者について募集人員を減ずると
きにあつては、厚生労働大臣が定める場合に限る。)。 
二 新規学卒者の卒業後当該新規学卒者を労働させ、賃金を支払う旨を約し、又は通知した後、当該新規学卒者が就業を開始すること
を予定する日までの間(次号において「内定期間」という。)に、これを取り消し、又は撤回するとき。 
三 新規学卒者について内定期間を延長しようとするとき。 
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新規学校卒業者の採用内定取消し通知書 
 
１ 事業所の概要 
① 事 業 所 番 号     －       －  
② 事 業 内 容   
③ 従 業 員 数 [企業全体]        人 [うち当該事業所]       人 
④ 資 本 金          億       万円 

⑤ 他の事業所の所在地 
 

⑥ 連 絡 先 
[人事担当者職氏名] 
[ＴＥＬ] [ＦＡＸ] 
[e-mail]          @         

 
２ 採用内定取消しの状況 

 
合 計 

 

中学 高校 
大学等
小計 

 
大学 短大 高専 専修 能開 

⑦ 内定者数          

⑧ 内定年月日          

⑨ 内定取消し者数          

⑩ 取消し年月日          

⑪ 採用内定の事
実関係 

 

⑫ 内定取消しを
実施しなけれ
ばならない理
由 

 



− 82 −
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⑬内定取消しの回
避のために検討さ
れた事項 

 

⑭内定取消しに関
する学生生徒への
説明状況 

 

⑮内定取消しの対
象となる学生生徒
に対する支援内容 

 

⑯前年度における
採用内定取消しの
状況 

前年度において、新規学校卒業者の採用内定取消しを、 
 
行った   ・    行っていない   （該当するものに○を付す） 

 注 1：能開とは、公共職業能力開発施設等をいう。 
 
 職業安定法施行規則第 35条第 2項の規定により、上記のとおり通知します。 
 
 
  令和  年  月  日 
                   

事業所名 

所在地  

代表者氏名 

（押印不要） 
 
○○公共職業安定所長 
            殿 
○○学校長 
 



− 82 − − 83 −
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⑬内定取消しの回
避のために検討さ
れた事項 

 

⑭内定取消しに関
する学生生徒への
説明状況 

 

⑮内定取消しの対
象となる学生生徒
に対する支援内容 

 

⑯前年度における
採用内定取消しの
状況 

前年度において、新規学校卒業者の採用内定取消しを、 
 
行った   ・    行っていない   （該当するものに○を付す） 

 注 1：能開とは、公共職業能力開発施設等をいう。 
 
 職業安定法施行規則第 35条第 2項の規定により、上記のとおり通知します。 
 
 
  令和  年  月  日 
                   

事業所名 

所在地  

代表者氏名 

（押印不要） 
 
○○公共職業安定所長 
            殿 
○○学校長 
 

様式 19 

 
 

[記入上の注意] 
 １ この通知書は、新規学校卒業者の採用内定取消しを行おうとする場合に、あらかじめ公共職業安定所長

及び施設の長（学校長）にその旨を通知する際に使用すること。 
 
 ２ ①には、雇用保険適用事業所番号を記入すること。 
 
 ３ ②には、「自動車製造業」、「電子部品製造業」、「ソフトウェア業」、「塗装工事業」等その事業所の事業

の種類を記入すること。 
 
 ４ ③には、［企業全体］欄に、同一企業において当該事業所以外にも本店、支店、営業所等がある場合に、

それを含めた企業全体の従業員数を記入することとし、［うち当該事業所］欄には、求人事業所の従業員
数を内数で記入すること。 

 
 ５ ④には、事業所の資本金（支払い済み資本金）を記入すること。なお、当該事業所が出張所、分工場、

営業所あるいは支店である場合には本社（店）を含めた企業全体の資本金を記入すること。また、株式会
社、有限会社、合同会社以外の公益法人・相互会社（生命保険会社など）・個人事業主等には資本金は存
在しないので、その場合はあえて記入する必要はないこと。 

 
 ６ ⑤には、当該事業所以外にも本店、支店、営業所等が複数存在する場合に、その所在地等を記入するこ

と。 
 
 ７ ⑥には、採用、選考業務を担当する者の所属と役職名、氏名、及びその連絡先電話番号、内線番号、Ｆ

ＡＸ番号、e-mail アドレスを記入すること。 
 
 ８ ⑦には、採用内定を行った人数について、該当する学校種別欄に記入すること。 
 
 ９ ⑧には、採用内定の通知を行った年月日（内定通知書を発出した日ではなく、採用予定年月日を記載）

を記入すること。異なる学校種において同日に通知を行った場合は、それぞれの欄に同じ年月日を記入す
ること。 

 
 10 ⑨には、⑦で記入した内定者数のうち、採用内定を取り消すこととなる人数について、該当する学校種

別欄に記入すること。 
 
 11 ⑩には、⑨で記入した採用内定を取り消す学校種ごとに、その実施日を記入すること。 
 
 12 ⑪には、採用内定が行われていることの事実関係について、採用内定を通知した年月日、方法、内容等

を詳細に記入すること。内定取消しの対象者に対して内定時に交付した採用内定通知書や、対象者から提
出を受けた就職承諾書などがあれば、それら関係書類を添付すること。 

 
 13 ⑫には、生産量や雇用量などの最近の関係指標、今後の事業活動の見通し等を含め、内定取消しを実施

しなければならない理由等を具体的に記入すること。 
  また、倒産により内定取消しを行う場合は、その倒産が、破産手続開始、再生手続開始、更正手続開始、

整理開始若しくは特別清算開始の申立て、又は手形交換所において、その手形交換所で手形交換を行って
いる金融機関が金融取引を停止する原因となる事実についての公表がこれらの金融機関に対してなされ
ること、のいずれに該当するかを明記するほか、翌年度の新規学卒者の募集採用を行わないことが確定し
ている場合は、その旨を記入すること。 

 
 14 ⑬には、内定取消しを回避するために検討した具体的な事項やその実施の有無、結果的に内定取消しを

回避できなかった理由等を記入すること。 
 
 15 ⑭には、内定取消しの対象者に対して、内定の取消しを行うことをどのように説明するかを記入する。

説明の時期、方法、内容、説明後の対象者からの問合せへの対応やフォローアップの方法等について、具
体的に記入すること。 

 
 16 ⑮には、内定取消し対象者に対して行う就職先の確保に向けた支援等の内容について具体的に記載する

こと。関連会社等への就職のあっせんやハローワークの支援内容の周知案内等、具体的に実施予定の内容



− 84 −
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を記入すること。 
10 名以上の学生生徒の内定取消しを行おうとする場合は、対象となる学生生徒それぞれについて、自ら
の行う就職支援を希望しているか否か、支援を希望する者に対してその安定した雇用を確保するために具
体的にどのような支援措置（例；支援計画の策定、関連会社等の就職あっせん、安定所の支援措置の案内、
民間職業紹介事業者による就職支援の実施など）を講じるか等を記入すること。 

 
 17 この通知書を公共職業安定所長に提出する際には、提出先の公共職業安定所の名称を記載し、学校長に

提出する際には、提出先の学校の名称を記載すること。なお、提出先 1件ごとに 1通を作成すること。 
 
 
[参考] 

 ○職業安定法施行規則（昭和 22 年労働省令第 12 号）（抄） 
(法第五十四条に関する事項) 
第三十五条 厚生労働大臣は、労働者の雇入方法の改善についての指導を適切かつ有効に実施するため、労働者の雇入れの動向

の把握に努めるものとする。 
２ 学校(小学校(義務教育学校の前期課程及び特別支援学校の小学部を含む。)及び幼稚園(特別支援学校の幼稚部を含
む。)を除く。)、専修学校、職業能力開発促進法第十五条の七第一項各号に掲げる施設又は職業能力開発総合大学校(以
下この条において「施設」と総称する。)を新たに卒業しようとする者(以下この項において「新規学卒者」という。)を
雇い入れようとする者は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、あらかじめ、公共職業安定所及び施設の長
(業務分担学校長及び法第三十三条の二第一項の規定により届出をして職業紹介事業を行う者に限る。)に人材開発統括
官が定める様式によりその旨を通知するものとする。 
一 新規学卒者について、募集を中止し、又は募集人員を減ずるとき(厚生労働大臣が定める新規学卒者について募集
人員を減ずるときにあつては、厚生労働大臣が定める場合に限る。)。 
二 新規学卒者の卒業後当該新規学卒者を労働させ、賃金を支払う旨を約し、又は通知した後、当該新規学卒者が就
業を開始することを予定する日までの間(次号において「内定期間」という。)に、これを取り消し、又は撤回すると
き。 
三 新規学卒者について内定期間を延長しようとするとき。 

 



− 84 − − 85 −

様式 19 

 
 

を記入すること。 
10 名以上の学生生徒の内定取消しを行おうとする場合は、対象となる学生生徒それぞれについて、自ら
の行う就職支援を希望しているか否か、支援を希望する者に対してその安定した雇用を確保するために具
体的にどのような支援措置（例；支援計画の策定、関連会社等の就職あっせん、安定所の支援措置の案内、
民間職業紹介事業者による就職支援の実施など）を講じるか等を記入すること。 

 
 17 この通知書を公共職業安定所長に提出する際には、提出先の公共職業安定所の名称を記載し、学校長に

提出する際には、提出先の学校の名称を記載すること。なお、提出先 1件ごとに 1通を作成すること。 
 
 
[参考] 

 ○職業安定法施行規則（昭和 22 年労働省令第 12 号）（抄） 
(法第五十四条に関する事項) 
第三十五条 厚生労働大臣は、労働者の雇入方法の改善についての指導を適切かつ有効に実施するため、労働者の雇入れの動向

の把握に努めるものとする。 
２ 学校(小学校(義務教育学校の前期課程及び特別支援学校の小学部を含む。)及び幼稚園(特別支援学校の幼稚部を含
む。)を除く。)、専修学校、職業能力開発促進法第十五条の七第一項各号に掲げる施設又は職業能力開発総合大学校(以
下この条において「施設」と総称する。)を新たに卒業しようとする者(以下この項において「新規学卒者」という。)を
雇い入れようとする者は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、あらかじめ、公共職業安定所及び施設の長
(業務分担学校長及び法第三十三条の二第一項の規定により届出をして職業紹介事業を行う者に限る。)に人材開発統括
官が定める様式によりその旨を通知するものとする。 
一 新規学卒者について、募集を中止し、又は募集人員を減ずるとき(厚生労働大臣が定める新規学卒者について募集
人員を減ずるときにあつては、厚生労働大臣が定める場合に限る。)。 
二 新規学卒者の卒業後当該新規学卒者を労働させ、賃金を支払う旨を約し、又は通知した後、当該新規学卒者が就
業を開始することを予定する日までの間(次号において「内定期間」という。)に、これを取り消し、又は撤回すると
き。 
三 新規学卒者について内定期間を延長しようとするとき。 
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新規学校卒業者の入職時期繰下げ通知書 
 
１ 事業所の概要 
① 事 業 所 番 号     －       －  
② 事 業 内 容   
③ 従 業 員 数 [企業全体]        人 [うち当該事業所]       人 
④ 資 本 金          億       万円 

⑤ 他の事業所の所在地 
 

⑥ 連 絡 先 
[人事担当者職氏名] 
[ＴＥＬ] [ＦＡＸ] 
[e-mail]          @         

 
２ 入職時期繰下げの状況 

態 様 

合 
計 

 

中学 高校 
大学等
小計 

 
大学 短大 高専 専修 能開 

⑦  入社日の延期  

 

a 内定者数          
b 当初の入職予定日          
c 対象者数          
d 繰下げ後の入職年月日          

⑧  自 宅 待 機  

 

a 内定者数          
b 当初の入職予定日          

c 対象者数          
d 繰下げ後の入職年月日          

⑨ 入職時期繰下げを行
わなければならない
理由 

 



− 86 −
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⑩ 入職時期繰下げの回
避のために検討され
た事項 

 

⑪ 入職時期繰下げの対
象となる学生生徒に
対する説明状況及び
支援内容 

 

 注 1：能開とは、公共職業能力開発施設等をいう。 
 
 
 職業安定法施行規則第 35条第 2項の規定により、上記のとおり通知します。 
 
 
  令和  年  月  日 
                   

事業所名 

所在地  

代表者氏名 

（押印は不要） 
 
○○公共職業安定所長 
            殿 
○○学校長 
 



− 86 − − 87 −
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⑩ 入職時期繰下げの回
避のために検討され
た事項 

 

⑪ 入職時期繰下げの対
象となる学生生徒に
対する説明状況及び
支援内容 

 

 注 1：能開とは、公共職業能力開発施設等をいう。 
 
 
 職業安定法施行規則第 35条第 2項の規定により、上記のとおり通知します。 
 
 
  令和  年  月  日 
                   

事業所名 

所在地  

代表者氏名 

（押印は不要） 
 
○○公共職業安定所長 
            殿 
○○学校長 
 

様式 20 

  
 

[記入上の注意] 
 １ この通知書は、新規学校卒業者の採用内定取消しを行おうとする場合に、あらかじめ公共職業安定所長

及び施設の長（学校長）にその旨を通知する際に使用すること。 
 
 ２ ①には、雇用保険適用事業所番号を記載すること。 
 
 ３ ②には、「自動車製造業」、「電子部品製造業」、「ソフトウェア業」、「塗装工事業」等その事業所の事業

の種類を記入すること。 
 
 ４ ③には、［企業全体］欄に、同一企業において当該事業所以外にも本店、支店、営業所等がある場合に、

それを含めた企業全体の従業員数を記入することとし、［うち当該事業所］欄には、求人事業所の従業員
数を内数で記入すること。 

 
 ５ ④には、事業所の資本金（支払い済み資本金）を記入すること。なお、当該事業所が出張所、分工場、

営業所あるいは支店である場合には本社（店）を含めた企業全体の資本金を記入すること。また、株式会
社、有限会社、合同会社以外の公益法人・相互会社（生命保険会社など）・個人事業主等には資本金は存
在しないので、その場合はあえて記入する必要はないこと。 

 
 ６ ⑤には、当該事業所以外にも本店、支店、営業所等が複数存在する場合に、その所在地等を記入するこ

と。 
 
 ７ ⑥には、採用、選考業務を担当する者の所属と役職名、氏名、及びその連絡先電話番号、内線番号、Ｆ

ＡＸ番号、e-mail アドレスを記入すること。 
 
 ８ 行うこととなった入職時期繰下げの態様が、入社日（採用日）自体を延期する場合は⑦に、入社日（採

用日）自体の延期は行わず、新卒者のみ自宅待機を命じる場合などは⑧に記入すること。なお、どちらの
態様に該当するか不明な場合は公共職業安定所まで相談してください。 

 
 ９ a には、採用内定を行った人数について、該当する学校種別欄に記入すること。 
 
 10 b には、採用内定の通知を行った際に、当初予定していた入職年月日を記入すること。 
 
 11 c には、a に記入した内定者数のうち、入社日の延期又は自宅待機の対象となる人数について、該当す

る学校種別欄に記入すること。 
 
 12 d には、c で記入した入職時期繰下げの対象となる学生生徒の所属する学校種ごとに、その繰下げた後

における入職年月日を記入すること。なお、態様が「自宅待機」に該当する場合は、対象者が実際に出社
する予定日を記入すること。 

 
 13 ⑨には、生産量や雇用量などの最近の関係指標、今後の事業活動の見通し等を含め、入職時期繰下げを

実施しなければならない理由等を具体的に記入すること。 
 
 14 ⑩には、入職時期繰下げを回避するために検討した具体的な事項やその実施の有無、結果的に入職時期

繰下げを回避できなかった理由等を記入すること。 
 
 15 ⑪には、入職時期繰下げ対象者に対する説明の状況及び当初の入職時期以降新たな入職期日までの間の

扱いにおける支援等について具体的に記入すること。 
 
 16 この通知書を公共職業安定所長に提出する際には、提出先の公共職業安定所の名称を記載し、学校長に

提出する際には、提出先の学校の名称を記載すること。なお、提出先 1件ごとに 1通を作成すること。 
 
 
[参考] 

 ○職業安定法施行規則（昭和 22 年労働省令第 12 号）（抄） 
(法第五十四条に関する事項) 
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第三十五条 厚生労働大臣は、労働者の雇入方法の改善についての指導を適切かつ有効に実施するため、労働者の雇入れの動向
の把握に努めるものとする。 
２ 学校(小学校(義務教育学校の前期課程及び特別支援学校の小学部を含む。)及び幼稚園(特別支援学校の幼稚部を含
む。)を除く。)、専修学校、職業能力開発促進法第十五条の七第一項各号に掲げる施設又は職業能力開発総合大学校(以
下この条において「施設」と総称する。)を新たに卒業しようとする者(以下この項において「新規学卒者」という。)を
雇い入れようとする者は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、あらかじめ、公共職業安定所及び施設の長
(業務分担学校長及び法第三十三条の二第一項の規定により届出をして職業紹介事業を行う者に限る。)に人材開発統括
官が定める様式によりその旨を通知するものとする。 
一 新規学卒者について、募集を中止し、又は募集人員を減ずるとき(厚生労働大臣が定める新規学卒者について募集
人員を減ずるときにあつては、厚生労働大臣が定める場合に限る。)。 
二 新規学卒者の卒業後当該新規学卒者を労働させ、賃金を支払う旨を約し、又は通知した後、当該新規学卒者が就
業を開始することを予定する日までの間(次号において「内定期間」という。)に、これを取り消し、又は撤回すると
き。 
三 新規学卒者について内定期間を延長しようとするとき。 
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中学校
３ ４

２

５

（郵便番号　　　－　　　）

８ ９

６

11 1�

７

　　　　　年　　　月　　　日 中学校長

（所在地）

（郵便番号） （電話番号） 印

１　　　学　　校　　名
応　　募　　書　　類 写

真

貼

付

（ 中 職 業 相 談 票 〔乙〕）
ふりがな 性

　
別

生
年
月
日

年 月 日生
氏
名 （満 歳）

現
住
所

必 修 教 科 名 ３学年 選 択 教 科 名 ３学年
10

国 語
特

別

活

動

総
合
的
な
学
習
の
時
間

趣

味

・

特

技

社 会
学

　
　
業

　
　
成

　
　
績

数 学

理 科

音 楽

美 術 　　　　年　　月　　日
項　目

行動の
状　況

項　目
行動の
状　況

保 健 体 育 身　　　長 �� 
基 本 的 な
生 活 習 慣

思いやり･
協 力技 術 ・ 家 庭

身

　
　
体

　
　
状

　
　
況

体　　　重 �� 

視　力
右 （　　　）

左

健康･体力
の 向 上

生命尊重･
自 然 愛 護

〔　　　〕段階評価 ３段階評価 左 （　　　）

自主･自律 勤労･奉仕
学年 欠席日数 主　な　理　由

聴　力
右

１ 責 任 感 公正･公平

出
席
状
況

備　考

２ 創 意 工 夫
公 共 心 ･
公 徳 心

３
　視力欄にＡ～Ｄが記入されている場合、
　Ａ：1.0以上、Ｂ：1.0未満0.7以上、Ｃ：0.7
　未満0.3以上、Ｄ：0.3未満を表す。

本人の特長を示すものに○印を付
けるものとする。

行
　
　
動
　
　
の
　
　
記
　
　
録

外 国 語

13　本人の長所・推薦事由等

※安定所記載欄

（担当者印） 公共職業安定所

受 付 番 号受 付 番 号
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